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平成29年度国土交通白書（概要）

第１章 変化する我が国の現状

第Ⅰ部 大きく変化する暮らしに寄り添う国土交通行政
～すべての人が輝く社会を目指して～

第２章 ライフスタイルに対する国民の意識と求められるすがた

第３章 国土交通分野における取組み

第Ⅱ部 国土交通行政の動向
平成29年度の国土交通行政の各分野の動向を政策課題ごとに報告

１．社会のすがたの変化 ２．国土のすがたの変化 ３．我が国における新たな兆し

１．働き方について ２．楽しみ方について ３．住まい方について ４．動き方について

１．働き方に関する取組み ２．楽しみ方に関する取組み ３．住まい方に関する取組み ４．動き方に関する取組み

政府は、すべての人が輝く「一億総活躍社会」の実現に向けて、「働き方改革」等の取組みを進めており、国土交通省においても、
生産性の向上を図るため、「生産性革命」等を推進している。
これらを踏まえつつ、平成29年度国土交通白書の第Ⅰ部では、「大きく変化する暮らしに寄り添う国土交通行政」をテーマとし、
「働き方」「楽しみ方」「住まい方」「動き方」の４つの観点から、我が国の現状・課題および国民意識調査の結果を分析し、それらに
応える国土交通分野の取組みを紹介していく。

はじめに



変化する我が国の現状（社会のすがたの変化①）

我が国の労働力人口は減少するため、女性・高齢者等の活用が課題。
我が国の労働は、質は高いが生産性は低いと言われており、その向上にはＩｏＴ等の活用が重要。
我が国周辺のアジア諸国は急速な経済成長を遂げており、その取り込みが必要。

◯労働生産性の現状
◯労働力人口の現状

資料）公益財団法人日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2017年版」

日本の企業は米独に比べてＩoＴの導入が遅れている。
資料）「ＩＣＴの日本国内における経済貢献及び日本と諸外国のＩｏＴへの取組状況に関する国際企業アンケート」
を基に内閣府作成

■生産性の国際比較

■ＩｏＴ導入状況（2015年）と今後の導入意向（2020年）

※2014年実績値は総務省統計局「労働力調査」、2020年及び2030年は労働政策研究・研修機構による
推計値。※ゼロ成長・労働参加現状：ゼロ成長に近い経済成長で、性・年齢階級別の労働力率が2014年
と同じ水準で推移すると仮定。※図中の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳
の合計は必ずしも一致しない。

１

主要先進７カ国の時間あたり労働生産性の順位の変遷

資料）独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計―新たな全国推計（2015年版）を踏ま
えた都道府県別試算―」記者発表資料より国土交通省作成

我が国の労働力人口は、現状のままでは、2030年に約12％（約787
万人）が減少すると考えられる。その一方で、現在、就業を希望する
非労働力人口は女性や高齢者など約300万人存在する。

我が国の労働は、一般的に質は高いが、その生産性は低い状況に
あると言われている。

資料）IMF「World Economic Outlook Database April 2018」より国土交通省作成

◯我が国の周辺状況

我が国周辺
のアジア諸
国のＧＤＰ成
長率は高い。

（図１）

（図２）

（図３）

（図４）

ＩＭＦの主要国・地域の実質ＧＤＰ成長率の推移



変化する我が国の現状（社会のすがたの変化②）

◯現役世代の働き方 ◯余暇時間の過ごし方

依然として、既婚の女性が十分に働くことができていない。
現役世代は有給休暇をとれておらず、余暇時間が少ない。

・有給休暇の消化率について、日本は最も消化率が低い。

■配偶関係・年齢階級別女性の労働力率の推移

資料）内閣府「平成
29年度版年次経済
財政報告」
（NHK放送文化研究
所「2015年国民生活
時間調査報告書」）

資料）エクスペディア「世界30カ国 有給休暇国際比較調査2017」
資料）内閣府「平成27年版男女共同参画白書」（総務省「労働力調査」）

■男性の労働・家事・余暇時間

・過去に比べると改善しているが、未婚女性に比べて有配偶者の女性の
労働力率は低い。

２

・現役世代の男性は、依然として労働時間が長く、家庭へ貢献する時間
が短い。

（図５）

（図６）

（図７）



変化する我が国の現状（社会のすがたの変化③）

高齢者は、意欲を十分に生かす「居場所」がない一方、社会参加している者は、友人やつながりができている。
若者は、インターネット世代である一方、インターネット以外の「居場所」が多いほど生活の充実度が高く、体験
などの「コト消費」を重視している。

◯高齢者のライフスタイル

資料）日本経済新聞社・産業地域研究所
『超高齢社会の実像』調査報告書、2014
年９月

■自宅以外の退職後の居場所についての調査（首都圏の60～74歳以上の男女対象）
（複数回答／「その他」を除く上位９項目）

■高齢者が社会参加していてよかったこと

３
資料）内閣府「高齢者の経済・生活環境に関する調査」（平成28年）

社会参加している高齢者は、友人やつながりができている。

◯若者のライフスタイル

高齢者にとっての自
宅以外の居場所につ
いて、「見つからない/
特にない」が約２割、
「図書館」が約３割と
なっている。

■若者の居場所の種類と生活の充実度 資料）内閣府「平成29年版子供・若者白書」

若者は、居場所の種類が多いほど生活充実度が高いと感じる。なお、
本調査では、「居場所」を①自分の部屋、②家庭、③学校、④職場、⑤
地域、⑥インターネット空間としている。

■若者の「コト消費」傾向について

資料）消費者庁「消費者意識基本調査」
（2016年度）より国土交通省作成

「スポーツ観戦・映画・コン
サート鑑賞」といった「コト
消費」について、お金を掛
けていると回答した人の
割合は、24歳までの年齢
層で高くなっている。

スポーツ観戦・映画・コンサート鑑賞
にお金を掛けている人の割合（図９） （図１１）

備考）「あなたが現在お金をかけているものを以下のうちいくつでもお選び
ください。」との問に対する回答。

（図１０）
（図８）



変化する我が国の現状（国土のすがたの変化）

４

今後、首都圏をはじめ一部の大都市を除いて、更に人口減少が進行。

地方では、車依存が進行し、車の運転をせざるを得ない高齢者がいる状況であり、交通手段の確保が課題。

都市では、今後の高齢化・単身化への対応（バリアフリー・住まいの確保等）及び混雑対策が課題。

○都市のすがたの変化

○国土のすがたの変化

■2010年から2050年にかけての人口増減状況

・現在の居住地域の６割
以上で人口が半分以下。

・増加する地点は約２％
のみ（主に大都市圏）。

・人口減少率は規模の
小さな市町村ほど高い。

資料）総務省、(一財)自動車検査登録情報協会より国土交通省作成

・全国で世帯人員減の中、半数の県で乗用車の世帯当たり普及台数増→車依存の進行
・地方の高齢者ほど免許の自主返納の意識が低い→車の運転をせざるを得ない状況

・我が国の渋滞損失（年間約280万人分の労働
力）の約３割が首都圏に集中。

資料）国土交通省

■大都市の混雑

○地方のすがたの変化

資料）警察庁「運転免許証の自主返納に関するアンケート調査結果」

資料）国土交通省「平成28年度首都圏整備に関する年次報告」資料）国立社会保障・人口問題研究所より国土交通省作成

・75歳以上の高齢者は、三大都市圏を中心に増
加の見込み（単身者・夫婦のみ世帯も増加）。
・要介護認定者の８割以上が75歳以上（厚生労働省）。

■高齢化の更なる進展

（図１２）
（図１３）

（図１４）

（図１５） （図１６）



変化する我が国の現状（我が国における新たな兆し）

• 第一子出産前後に育児休業を利用して就業継続する妻の
割合は、約10年の間に約２倍に上昇。

○働き方

○動き方

資料）国立社会保障・人口研究所「第15回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2015年）より国土交通省作成

資料）大阪府

•小田急電鉄では、朝のラッシュピーク時間帯における混雑率緩和や快適な輸
送サービスを実現するため、2018年３月に、上下線を各２本ずつに増やす複々
線が代々木上原～登戸間で完成。混雑率は「新聞を広げて楽に読める」とされ
る平均150％を下回った（2018年４月時点）。

鉄道の混雑緩和

資料）国土交通省

東京圏における主要区間の混雑率

備考）小田急小田原線の150％は小
田急電鉄調べ。その他は国土
交通省「混雑率データ」

○楽しみ方

人・地域・企業による“手づくり”の
公園（大阪府泉佐野丘陵緑地）

• 高齢者を中心とする公園ボラン
ティアを、講座等によりコミュニ
ティ化し、現在約100名が公園
内で活動。

国内旅行需要の伸長傾向

• 日本人の国内旅行消費額および国
内旅行延べ人数は、ともに伸長傾
向にある。

府民ボランティア団体「泉佐野丘陵緑
地パーククラブ」

日本人国内旅行の動向

資料）観光庁「旅行・観光消費動向調査」（2017年年間値）

（図１８）

（図１９）

○住まい方
• 地方移住への関心は高まっており、特
に、30代までの若い世代の増加傾向
が見られる。

資料）内閣官房資料より国土交通省作成

市町村の社会増減率の推移（三大都市圏除く）

• 行政・民間の様々な取組みにより、移
住者の増加を実現する市町村が出現。

５
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（図２０）

資料）認定NPO法人ふるさと回帰支援センター資料より
国土交通省作成。

ふるさと回帰支援センター来訪者・問
合せの推移（東京：2008-2017、暦年）



「働けるうちは、できるだけ働きたい」と考える就労意欲は、特に高年層を中心に高い。
働く上で重視することは年代によって、多様。30代では、ワークライフバランスを重視する傾向にある。
働き方を変えるためには、「意識改革」、「テレワークやフレックスタイム制等労働時間や場所の多様化」が特に
求められており、次に「高齢者、女性等の多様な人材の就業促進」や、「キャリアを継続できる人事制度」、「技術
革新による仕事の効率化」等があげられる。

ライフスタイルに対する国民の意識と求められるすがた（働き方）
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在宅勤務（テレワーク）など居住地にとらわれない働き方

フレックスタイム制や短時間

勤務制など労働時間の多様化

クラウドワーキング、フリーランス

など雇用関係によらない働き方

フリーアドレス、シェアオフィスなど職場環境の改善

無駄な残業時間の削減など働く人間の意識の変化

転職機会の増加など雇用の流動化

育児・介護休暇などの利用に

よらずキャリア継続できる人事制度

自己啓発や学び直しなど自己投資への支援

主要駅や職場への保育所整備など職育近接環境の整備

自動運転などによる無駄のない効率的な移動の実現

働く意欲や能力のある高齢者、女性、

障害者等の多様な人材の就業促進

働き手としての外国人材の受入環境の整備

その他

わからない

三大都市圏(n=1236)

政令市・県庁所在地・

中核市(n=1236)
5万人以上市町村
(n=1236)
5万人未満市町村
(n=1236)

◯働き方改革に必要なこと（居住地別）

＜インターネット国民意識調査の概要＞
・国土交通省が本年２月に実施。
・対象約5,000人（20～70代（６区分）、男・女（２区分）、居住地（4区分））

（図２３）

（図２４）

（図２５）



ライフスタイルに対する国民の意識と求められるすがた（楽しみ方）

余暇の過ごし方は、年代によって多様化しており、行動範囲にも違いがある。
余暇時間が増えた場合、行動範囲の広がりや、学びの時間の充実の可能性がある。
余暇を楽しむための不足感は、「お金」や｢時間」が大きく、それ以外では 「友人・コミュニティ」や「近場で楽しめ
る場所」が比較的大きい。
社会貢献活動への参加を「楽しみ」（いきがい）と捉える人が、 特に20代と70代において多い。
◯現在の余暇（年代別）
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現在の余暇

20代（n=824）
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70代（n=824）
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12.7 

0.5 
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12.1 

0.2 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

充実させたい余暇

20代（n=824）
30代（n=824）
40代（n=824）
50代（n=824）
60代（n=824）
70代（n=824）

自己啓発・資格取得・

学び直しのために勉

強する

休日も仕事（本業）を

する

本業とは別の仕事

（副業）をする

■自己啓発
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34.1 

33.1 

10.5 

39.5 

14.7 

31.7 

7.6 
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28.9 
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61.5 
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39.7 
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2.8 
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41.2 
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9.0 

1.1 
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1.9 

4.9 

0.0 20.0 40.0 60.0

ドライブ・ツーリングに出かける

国内旅行（日帰り）に出かける

国内旅行（宿泊）に出かける

海外旅行に出かける

ショッピング（服など）・映画鑑賞などに出かける

スポーツ観戦やライブ鑑賞などに出かける

食事やお酒を飲みに出かける

パチンコ・競馬などの娯楽活動に出かける

ランニング・ジムなどスポーツを楽しむ

キャンプ、釣り、山登りなどアウトドアを楽しむ

ボランティアや地域活動などの社会貢献活動をする

自宅で休養する（ゆっくりする、寝る）

家族団らん・家族サービスをする

読書、家庭菜園、模型づくりなど自宅で趣味活動をする

TV・DVD・CDなどを視聴・鑑賞する

インターネット・ソーシャルメディアを利用する

自己啓発・資格取得・学び直しのために勉強する

休日も仕事（本業）をする

本業とは別の仕事（副業）をする

その他

特になし

全体(n=4944)

20代(n=824)

60～70代(n=1648)

◯充実させたい余暇（年代別）

・20代は「自宅で休養」が多く、行動範囲は
狭い。
・60~70代は、行動範囲が広い。

・20代は、旅行に出かける等、余暇を充実さ
せたい希望が高い。

・20~40代では、自己啓発に時間を割く希望が
増加。
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40代(n=824)
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70代(n=824)

20代における余暇 60~70代における余暇

(%)

(%)
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39.0 
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16.0 
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現在の余暇

20代（n=824）
30代（n=824）
40代（n=824）
50代（n=824）
60代（n=824）
70代（n=824）
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9.1 
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

充実させたい余暇

20代（n=824）
30代（n=824）
40代（n=824）
50代（n=824）
60代（n=824）
70代（n=824）

ドライブ・ツーリングに

出かける

国内旅行（日帰り）に

出かける

国内旅行（宿泊）に出

かける

海外旅行に出かける

(%)

37.8 

70.2 

4.5 

8.3 

11.1 

10.8 

7.4 

4.6 

2.6 

4.9 

7.0 

3.4 

1.8 

12.1 

37.1 

71.1 

4.6 

7.1 

12.5 

9.6 

7.1 

4.1 

3.9 

4.1 

4.7 

2.5 

1.4 

11.7 

35.0 

71.0 

5.7 

6.5 

14.5 

9.5 

6.2 

3.5 

6.2 

4.3 

6.4 

2.8 

1.7 

10.5 

36.1 

73.0 

6.1 

7.5 

13.3 

9.2 

6.8 

4.3 

6.9 

4.3 

5.3 

2.8 

1.4 

8.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

余暇に使える自由な時間

余暇に使えるお金

魅力的な旅行先（名所・旧跡、

テーマパークなどの観光地）

手軽に予約・利用できる宿泊施設

近場で楽しめる場所（公園、商業

施設、文化施設、娯楽施設など）

共通の価値観を持つ

友人・コミュニティ（集まり）

趣味・嗜好にあった商品

（参加したいツアーなど）

イベント、コンサートなどの情報

文化施設・娯楽施設が集積

する大都市へのアクセス手段

自然やアウトドアなどが楽

しめる地方へのアクセス手段

自己啓発のための学習機会

ボランティアなど社会貢献の機会

その他

特に足りないと感じるものはない

（％）

三大都市圏(n=1236)

政令市・県庁所在

地・中核市(n=1236)

5万人以上市町村
(n=1236)

5万人未満市町村
(n=1236)

(%)

楽しみ方に求められるすがた
働き方改革の進展等による余暇時間の創出
観光の魅力の向上等、さらに気軽に楽しめる場所や、学び直しの機会の創出
人のつながりを生む社会参加の場の創出と、それらをまちづくり等社会貢献に活かすための取組み ７

本ページの図表は全て、国土交通省「国民意識調査」

■外出／遠方

◯社会貢献活動は人生の楽しみとなるか（年代別）

◯余暇を楽しむために足りないもの（居住地別）

（図２６）
（図２７）

（図２８）

（図２９）

（図３０）

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない わからない



ライフスタイルに対する国民の意識と求められるすがた（住まい方）
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30.3 

10.8 

16.5 

16.7 

15.7 

64.8 

24.4 

10.8 

1.5 

10.3 

0 20 40 60 80

職場の近くで住まう

職住近接の推進

職場内や近隣への

子育て支援施設整備による

職育近接の推進

親世帯、子ども世帯との

同居や近居の推進

都市と田舎など二地域居住

による余暇の充実

中心市街地など利便性の高い

都心居住の推進

田舎暮らしなど

地方移住の推進

中古住宅など取得しやすい

住宅市場の整備

介護が必要になっても年金の

範囲内で安心して暮らし

続けられる住まいの整備

若者から高齢者まで

多世代が交流する

住まいの整備

ルームシェアやシェアハウス

など新しい共同住宅の整備

その他

わからない

（％）

20代(n=824)

30代(n=824)

40代(n=824)

50代(n=824)

60代(n=824)

70代(n=824)

15.7 
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10.0 

0.6 

15.7 
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12.8 

27.8 

20.9 

30.0 

32.0 

7.9 

25.4 

44.3 

11.0 

0.8 

12.1 

6.4 

0 20 40 60

道路や駅などのバリアフリー

ができていない（段差が多い）

住民の高齢化や減少により

コミュニティの維持が不安

コミュニティが弱く

頼れる人がいない

趣味・娯楽など

楽しめる場所がない

徒歩圏内のコンビニ、スーパー、

病院などの施設が少ない

子育てや介護などを

支援する施設が少ない

大都市へのアクセスが悪い

公共交通が減り自動車が

運転できないと生活できない

豪雨や地震など自然災害に弱い

その他

特にない

わからない

（％）

三大都市圏

(n=1236)

政令市・県庁

所在地・中核

市(n=1236)

5万人以上市
町村(n=1236)

5万人未満市
町村(n=1236)

全地域において、暮らしを支えるコミュニティの弱さ、現在の住居の維持管理費用に対する不安がある。
中核市未満の市町村では、暮らしを支える都市機能の不足、車依存に対する不安が大きい。
全世代にわたり、高齢社会を見据えた住まい方が必要であり、また若年層では職育近接が求められている。
地方移住について、移住する側・受け入れる側双方での関心が高い（特に三大都市圏と5万人未満市町村）。

◯居住地域・住宅に対する不安（居住地別） ◯今後求められる住まい方（年代別）

（居住地域に対する不安）

（今後求められる住まい方）

中核市以上の市町村における不安 中核市未満の市町村における不安

20.9 
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14.7 

5.2 

5.7 

2.5 

15.7 

7.8 

0 10 20 30 40 50

住まいのバリアフリーが

できていない（段差が多い）

除雪・除草など

自宅の管理ができない

住宅が広く掃除など

管理が難しい

住宅が狭くて

暮らしにくい

病院、駅など生活に

不可欠な施設が遠い

リフォーム・修繕などの

維持管理費用が掛かる

道路や敷地が狭く、

建て替えが難しい

老朽化や立地などの

問題で売却が難しい

転居先が見つからず

住み替えが難しい

子どもや親族などへの

相続が難しい

その他

特にない

わからない

（％）

三大都市圏(n=1236)

政令市・県庁所在地・

中核市(n=1236)
5万人以上市町村
(n=1236)
5万人未満市町村
(n=1236)

（住宅に対する不安）

住まい方に求められるすがた
都市機能の集約化やコミュニティの維持等による、持続可能な地域づくり
住宅の確保等、高齢者等が安心して住まい続けられる環境の整備
子育て世代のワークライフバランスを支える住まい方の支援
地方移住や二地域居住等、人の交流が広がる住まい方の支援 ８

本ページの図表は全て、国土交通省「国民意識調査」

30.3 

20代(n=824)

30代(n=824)

40代(n=824)

50代(n=824)

60代(n=824)

70代(n=824)

24.8 

21.4 

21.4 

25.2 

13.6 

13.6 

14.6 

18.4 

12.1 

11.2 

16.0 

14.6 

14.6 

12.6 

18.9 

21.4 

12.1 

12.1 

17.0 

27.7 

8.7 

13.1 

18.0 

27.2 

0 5 10 15 20 25 30

三大都市圏

政令市・県庁所在地・

中核市

5万人以上市町村

5万人未満市町村

20代

30代

40代

50代

60代

70代

■地方移住推進への希望

（図３１） （図３２）
（図３３）

（図３４）

(%)



ライフスタイルに対する国民の意識と求められるすがた（動き方）

19.7 

17.4 

45.1 

18.9 

23.3 

17.9 

28.6 

18.7 

22.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

北海道・東北地方(n=827)

北関東地方(n=317)

南関東地方(n=727)

甲信越地方(n=275)

東海地方(n=597)

北陸地方(n=173)

近畿地方(n=718)

中国・四国地方(n=621)

九州・沖縄地方(n=689)

（％）

◯充実した暮らしのために今後求められる取組み

都市では公共交通の混雑及び道路渋滞、地方では公共交通の確保、車依存に不便を感じている。

・東京圏である南関東地方で最もニーズが高い。

◯公共交通の混雑緩和のニーズ◯交通手段等の不便・不満

■自動運転技術の発展への希望■駅や歩道のバリアフリーへの希望

・中核市未満の市町村では、今後、運転能力
の低下が懸念される高齢世代において自動
運転へのニーズが顕著。
・都市圏の若者は自動運転のニーズが高い。

・70代では、公共交通の利用が多い都市圏ほ
どニーズが高い。
・子育て世代(20,30代)では、総じてニーズが
高い。

※南関東地方：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
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40.3 

36.4 

32.0 

31.1 
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33.0 
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三大都市圏

政令市・県庁所在地・

中核市

5万人以上市町村

5万人未満市町村

（％）

20代
30代
40代
50代
60代
70代

・混雑緩和等の「動きの快適性」に
関する問題は人口規模に比例して
大きく、三大都市圏で特に顕著

・「交通手段の充実」に関する問題
は人口規模が小さいほど大きい。

・中核市に満たない市町村では、
車がないと生活が成り立たないと
する回答が半数
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15.7 
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30.8 

16.7 
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11.5 

32.5 
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8.2 

27.9 
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14.8 

46.9 
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14.2 

15.0 

5.5 

27.5 

9.9 

6.4 

15.5 

54.7 

0.8 

1.8 

21.8 

0 10 20 30 40 50 60

電車、バスなど公共交通の混雑

慢性的な道路の渋滞

長い移動時間や乗り継ぎなど

無駄な待ち時間

電車・バスなどの公共交通の遅れ

電車・バスなどの公共交通

の運行本数の少なさ

電車・バスなどの公共交通

の最終運行時刻の早さ

駅などの交通拠点の附帯施設

（売店、保育園など）の少なさ

電車・バスなど公共交通の不足による

他都市へのアクセスの不便さ

自動車がなければ生活できない

不便な移動環境

その他

わからない

特に不満は無い （％）

三大都市圏(n=1236)

政令市・県庁所在地・中核市(n=1236)

5万人以上市町村(n=1236)

5万人未満市町村(n=1236)

動きの快適性に関する問題 交通手段の充実に関する問題
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本ページの図表は全て、国土交通省「国民意識調査」
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駅や歩道の段差解消などバリアフリーを進めること

誰でも自動車を安全に利用できる自動運転技術が発展すること

病院など生活に不可欠な施設までの公共交通機関の確保

公共交通機関の混雑の緩和

交通渋滞の緩和

高速交通網の発展

カーシェアなど自動車の共同利用

スマホなどを使ったタクシー配車サービス

自転車道の整備など自転車利用環境の整備

レンタサイクルなど自転車の共同利用

道路、トンネル、橋など社会インフラの維持管理

その他

わからない

三大都市圏(n=1236)

政令市・県庁所在地・

中核市(n=1236)
5万人以上市町村
(n=1236)
5万人未満市町村
(n=1236)

・全地域において、
「バリアフリー」
「自動運転技術」
「公共交通の確
保」に高いニーズ
がある。

動き方に求められるすがた
都市における公共交通の混雑（特に東京圏）や道路渋滞の緩和等
地方における公共交通の維持・活性化、自動運転等による移動手段の確保
バリアフリーによる、高齢者等に優しい移動の確保

（％）

９



■造船業の現場における仕事の効率化
（i-Shippingの推進）

国土交通分野における取組み（働き方）

１０

資料）国土交通省

資料）国土交通省

○女性・高齢者等の新規就労・就業継続への取組み

資料）国土交通省

資料）国土交通省

■国土交通関連業界における女性・
高齢者等の担い手の確保・育成

○技術革新等を活用した仕事の効率化への取組み

○子育て世代のワークライフバランス実現への取組み

建設業・運輸業をはじめとす
る国土交通関連産業において
は、女性・高齢者等の担い手
を確保・育成するため、情報発
信やネットワーク化等様々な取
組みを実施。

■リカレント教育の支援

中小・中堅建設企業等による、生産性向上のために必要な技能
の学び直し等の取組みに対して支援を実施。

技能工の労働負荷
を低減させる「アシス
トスーツ」やAI等の革
新的な技術を用いた
高効率な「自動溶接
機」の導入等に対す
る取組みを支援。

■保育施設等の設置
の推進

公園内に設置された保育園

待機児童を解消し、
女性の就業率等を高
めるため、都市公園に
おける保育施設の設置
を可能とすることや容
積率緩和による大規模
マンションにおける保
育施設の併設などの
支援を実施。

■テレワークの推進

国土交通省は、多くの関係府省庁・団
体と連携してテレワークの普及を進めて
おり、その一環として、７月24日を「テレ
ワーク・デイ」と位置づけ、テレワークの
促進を図っている。福岡県福岡市にある
シェアオフィス「ＳＡＬＴ」は、海辺の立地
環境を活かし、周辺の居住者のみなら
ずリゾートワークを楽しむ利用者をター
ゲットとするなど、テレワークセンターの
先進事例としても期待される。

（図４０）

（図４１）

（図４２）

（図４３） （図４４）



国土交通分野における取組み（楽しみ方）

１１

資料）札幌大通まちづくり(株)
資料）観光庁

資料）観光庁
■観光地域づくりの支援
訪日外国人旅行者をはじめ

観光客が、各地域を周遊し交流
人口を拡大させる魅力的な観光
地域づくりのため、DMOが地域
の関係者とともに行う滞在プログ
ラムの造成、商談会の開催など
に対する支援を実施。

資料）国土交通省

■観光資源の開拓・魅力の向上
多様な観光資源を開拓し、魅力を
向上させ、交流人口の拡大を図る
ため、名産品を開発することや、
酒蔵など特定の観光資源をつなげ
地元住民による紹介を行うこと等
の取組みを支援。さらに、博物館の
夜間開館などナイトタイムの利用
といった、観光資源の有効活用の
検討も進めている。

○人のつながりを生む場の創出とそれらを社会貢献活動に活かす取組み

〇観光の魅力の向上

■エリアマネジメントの推進
「札幌大通まちづくり(株)」は、まち
を「つかってほしい」という思いのも
と、市民参加のイベントや美化活動
等を実施し、主催者側のネットワー
ク化を図るともに、多数の若者が参
加者として集い、楽しめる場所を創
出。

都市再生特別措置法に基づく市
町村指定の「都市再生推進法人」
の第１号として、公的位置付けも付
与されている。

■島風構想

離島の魅力を都市部等に発信（島
からの風）し、都市部等からの交流
人口等を創出する（島への新しい風）
取組みを「島風構想」とし、その推進
のため、離島を網羅的に紹介する初
のポータルサイトの構築や、若者・外
国人等に伝わるメディア（ＳＮＳ等）に
よる情報発信等を実施している。

（図４５）

（図４６）

（図４７）

（図４８）

（図４９）

（図５０）



国土交通分野における取組み（住まい方）

資料）国土交通省

■サービス付き高齢者向け住宅の普及促進（高齢者の住宅確保）

単身高齢者や高齢者夫婦世帯が増えることを踏まえて、高齢者の
居住の安定を確保するために、バリアフリー構造等を有し、医療・介
護と連携し高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢
者向け住宅」の供給促進を実施（補助・税制・融資による支援等）。

資料）国土交通省・厚生労働省「サービス付き高齢者向け住宅のご案内」

■コンパクト・プラス・ネットワーク

必要な都市機能や公共交
通の維持・活性化による市
民の生活利便性の向上を目
指し、都市のコンパクト化と、
まちづくりと連携した公共交
通ネットワークの再構築を推
進している。

（市町村による、立地適正化
計画や、地域公共交通網形
成計画の策定の支援等）

■長期優良住宅化リフォーム推進事業

資料）国土交通省

◯都市機能や公共交通、コミュニティの維持等に関する取組み

◯高齢者等が安心して生活できる住まいの整備に関する取組み

◯子育て世代等のワークライフバランスを支える取組み

◯人の交流が広がる住まい方を支援する取組み

１２

質の高い住宅ストッ
クの形成及び子育てし
やすい環境の整備の
ため、既存住宅の長寿
命化や三世代同居の
実現につながるリ
フォームを支援（特に
40歳未満の若年層に
おける活用を促そうと
している。）

資料）国土交通省

地方移住・二地域居住を支援し、
地域の活性化につながる空き家・
空き地バンクを、全国版として情報
の標準化・集約化を図り、地域の
魅力紹介や、災害等のハザード情
報、学校・病院等の生活支援情報
等も加えて提供し、空き家等の流
通・利活用を促進。

複数の生活拠点を持ちながら複数の地域と関わりを持つ二地域居住等
の新たなライフスタイル、コミュニティづくりを推進。

■二地域居住の推進

■全国の空き家・空き地の流通・利活用の促進

（兵庫県宍粟市）

空き家バンクを利用した地方移住の事例
しそうし

（図５１）

（図５２）

（図５３）

（図５４）



国土交通分野における取組み（動き方）

◯公共空間におけるバリアフリー化の進展

■中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス
・ 平成29年9月より順次、全国13箇所で実証実験を開始予定。

■ラストマイル自動運転による移動サービス
・平成29年12月より順次、全国４箇所で公道実証を開始。

最寄り駅等
最終目的地

（自宅・病院等）

ラストマイル自動運転のイメージ

資料）国土交通省

今通常国会において、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大
会等に向けての対応として、公共交通事業者等によるハード・ソフト一体
的な取組みの推進や、バリアフリーのまちづくりに向けた地域における取
組み強化等を行う法律改正を実施し、バリアフリー化をさらに推進。

資料）国土交通省
資料）国土交通省

地方自治体や事業者の地
域公共交通ネットワークの
再構築を図る事業（ＬＲＴ、Ｂ
ＲＴの整備運行、バス路線
網の再編等）を推進するた
めに必要な支援を実施。

1３

資料）国土交通省

料金制度の見直しや、ＩＣＴを
活用した道路交通に関するビッ
グデータにより渋滞箇所を特定
し、効果的なピンポイント渋滞対
策等、道路における渋滞の緩
和・解消を図ろうとしている。

◯公共交通の混雑、道路渋滞の緩和対策の取組み ◯地方での自動運転等による移動手段の確保の取組み

◯地方での公共交通の維持・活性化への取組み

■道路を賢く使う取組み

資料）東急電鉄（株）

東急電鉄等は、列車の
走行位置情報等のリアルタイ
ム表示や車両ごとの混雑状
況を発信するためのアプリを
開発し、運行サービスの向上
を目指している。

■ＩＣＴを活用した
運行サービスの向上

（図５５）

（図５６）

（図５７）

（図５８）
（図５９）

（図６０）



まとめ（今後の方向性と国土交通省の役割）

未来に向けた国土交通省の役割

国土交通分野は、国民一人ひとりのライフスタイルと大きく関わり、その変化に大きな貢献が期待されている。
未来に向けて、国土交通行政は、すべての人が輝く社会を実現するため、「安心な暮らし」を支える、安心で便
利なインフラの整備を実施し、 「多様な生き方」につながる、働き方改革を生産性革命等により推進していくと
ともに、「充実した人生」を育む、楽しみの多様化・深化等の政策についても、しっかり取り組んでいく。

ライフスタイル
の４分類

主な対策の方向性

働き方

•女性・高齢者等の新規就労、子育て世代のワークラ
イフバランスの実現等、ライフステージに応じた働き
方の多様化。

•意識改革や技術革新等による仕事の効率化。

楽しみ方
•働き方改革の進展等による余暇時間の創出。
•観光の魅力の向上や社会参加の場の創出等による、
楽しみの多様化・深化

住まい方

•持続可能な地域づくりや住宅の確保等、高齢者等が
安心して住まい続けられる環境の整備。

•地方移住や二地域居住等、人の交流が広がる住ま
い方の支援。

動き方

•都市における道路渋滞や公共交通の混雑（特に東
京圏）の緩和。

•地方における公共交通の維持・活性化、自動運転等
による移動手段確保。

•バリアフリーによる、高齢者等に優しい移動の確保。

す
べ
て
の
人
が
輝
く
社
会
へ

＜実現するライフスタイル＞

②多様な生き方
（自由な働き方など）

①安心な暮らし
（安心な住まい、移動など）

③充実した人生
（楽しみの多様化・深化など）
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第Ⅱ部 国土交通行政の動向
１章 東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組み

２章 時代の要請にこたえた国土交通行政の展開

３章 観光先進国の実現と美しい国づくり

４章 地域活性化の推進

５章 心地よい生活空間の創生

６章 競争力のある経済社会の構築

７章 安全・安心社会の構築

８章 美しく良好な環境の保全と創造

９章 戦略的国際展開と国際貢献の強化

10章 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

・復旧・復興の現状と対応策
・インフラ・交通の着実な復旧・復興
・復興まちづくり推進・居住の安定の確保
・地域公共交通の確保と観光振興

・復興事業の円滑な施工の確保
・福島の復興・再生等

・東日本大震災を教訓とした津波防
災地域づくり

・国土政策の推進
・社会資本の老朽化対策等
・社会資本整備の推進
・交通政策の推進
・観光政策の推進
・海洋政策（海洋立国）の推進
・海洋の安全・秩序の確保

・水循環政策の推進
・自転車活用政策の推進
・効率的・重点的な施策展開
・新たな国と地方、民間との関係の構築
（PPP/PFI事業の推進）
・政策評価・事業評価・対話型行政
・2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた取組み

・観光をめぐる動向
・観光先進国の実現に向けた取組み
・良好な景観形成等美しい国づくり

・地方創生・地域活性化に向けた取組み
・地域活性化を支える施策の推進
・民間都市開発等の推進
・特定地域振興対策の推進

・北海道総合開発の推進

・豊かな住生活の実現
・快適な生活環境の実現
・利便性の高い交通の実現

・交通ネットワークの整備
・総合的・一体的な物流施策の推進
・産業の活性化

・ユニバーサル社会の実現
・自然災害対策
・建築物の安全性確保
・交通分野における安全対策の強化

・危機管理・安全保障対策

・健全な水循環の維持又は回復
・海洋環境等の保全

・大気汚染・騒音の防止等による生活環境
の改善
・地球環境の観測・監視・予測

・建設機械・機械設備に関する技術
開発等

・地球温暖化対策の推進
・循環型社会の形成促進
・豊かで美しい自然環境を
保全・再生する国土づくり

・インフラシステム海外展開の促進
・国際交渉・連携等の推進
・国際標準化に向けた取組み

・ ICTの利活用による国土交通分野の
イノベーションの推進
・技術研究開発の推進
・建設マネジメント（管理）技術の向上
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